
○羽生市介護サービス利用者負担額助成要綱 

平成１２年１１月７日 

告示第３１号 

改正 平成１５年６月２３日告示第９号 

平成１７年６月２８日告示第２７号 

平成２７年１２月２４日告示第５０号 

（目的） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）の規定による介護サービスを利用している低所得者に対し、当該サー

ビスに係る利用者負担額の一部を助成することにより、低所得者の経済的な

負担の軽減を図り、もって福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「訪問介護」とは、法第８条第２項に規定する訪問

介護をいう。 

２ この要綱において「介護予防訪問介護」とは、地域における医療及び介護

の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成２６

年法律第８３号）第５条の規定による改正前の法第８条の２第２項に規定す

る介護予防訪問介護をいう。 

３ この要綱において「第１号訪問事業」とは、法第１１５条の４５第１項第

１号イに規定する第１号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当するサービ

スをいう。 

４ この要綱において「第１号事業支給費」とは、法第１１５条の４５の３第

１項に規定する第１号事業支給費をいう。 

５ この要綱において「利用者負担額」とは、次に掲げる介護保険サービスの

区分に応じ、当該各号に定める額をいう。 

（１） 訪問介護 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成１２年厚生省告示第１９号）の規定により算定した費用の額（現に

要した費用の額が当該基準の規定により算定した費用の額を下回るときは、



現に要した費用の額）から法第４０条第１号に規定する居宅介護サービス

費及び同条第２号に規定する特例居宅介護サービス費を控除した額 

（２） 介護予防訪問介護 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）の規定により算定

した費用の額（現に要した費用の額が当該基準により算定した費用の額を

下回るときは、現に要した費用の額）から法第５２条第１号に規定する介

護予防サービス費及び同条第２号に規定する特例介護予防サービス費を控

除した額 

（３） 第１号訪問事業 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に

関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）に準じて算定した費

用の額（現に要した費用の額が当該基準により算定した費用の額を下回る

ときは、現に要した費用の額）から第１号事業支給費を控除した額 

（対象者） 

第３条 助成の対象者は、本市の介護保険の被保険者で、次の各号に掲げる要

件を備えている者とする。 

（１） 法第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者又は法第１１５条

の４５第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等であること。 

（２） その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が、助成を受けようとす

る介護サービスを利用する月の属する年度分の地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）の規定による市町村民税が課されていないこと。 

（３） 介護保険料の滞納がないこと。 

（助成対象サービス） 

第４条 助成の対象となるサービス（以下「助成対象サービス」という。）は、

次に掲げるものとする。 

（１） 訪問介護 

（２） 介護予防訪問介護 

（３） 第１号訪問事業 

（助成の額） 



第５条 助成の額は、助成対象サービスを利用した際に支払う利用者負担額の

１００分の４０に相当する額とする。ただし、社会福祉法人による介護保険

サービスに係る利用者負担額の減免を受けている者については、利用者負担

額の１００分の２０に相当する額とする。 

２ 障がいの認定を受けている者が助成対象サービスを利用した際に支払う利

用者負担額に係る助成の額は、前項の規定にかかわらず、利用者負担額の１

００分の７０に相当する額とする。ただし、社会福祉法人による介護保険サ

ービスに係る利用者負担額の減免を受けている者については、利用者負担額

の１００分の３５に相当する額とする。 

３ 助成額に１円未満の端数があるときには、その端数金額は、切り捨てるも

のとする。 

（申請） 

第６条 助成を受けようとする場合は、介護サービス利用者負担額助成申請書

（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 第１項の申請は、被保険者証を提示して行うものとする。 

３ 第１項の申請は、助成を受けようとする助成対象サービスの提供者に対し、

利用者負担額を支払った日の翌日から起算して２年を経過した日以後におい

ては、することができない。 

（助成の決定） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請を受けたときは、助成の可否を

決定し、第３条に規定する助成の対象者であると認めたときは介護サービス

利用者負担額助成決定通知書（様式第２号）により、助成の対象者でないと

認めたときは理由を付して介護サービス利用者負担額助成却下通知書（様式

第３号）により通知するものとする。 

（助成額の返還） 

第８条 市長は、偽りその他不正の行為により助成を受けた者があるときは、

その者から当該助成を受けた額の全部又は一部を返還させることができる。 

（高額介護サービス費との調整） 



第９条 助成対象サービスの利用者が高額介護サービス費（法第４０条第１１

号に規定する高額介護サービス費をいう。以下同じ。）の支給を受けている

場合は、第５条の規定により算定した助成の額から支給された高額介護サー

ビス費を減額した額を支給するものとする。 

２ 第５条の規定により算定した助成の額が支給された高額介護サービス費を

下回った場合は、助成しない。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。 

附 則（平成１５年６月２３日告示第９号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１５年７月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の羽生市介護サービス利用者負担助成要綱は、平成１５年７月以後

の介護サービスから適用し、平成１５年６月までの介護サービスについては、

なお従前の例による。 

附 則（平成１７年６月２８日告示第２７号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年１２月２４日告示第５０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前になされた利用者負担額の助成に関する手続その他

の行為は、それぞれこの告示の相当規定に基づいてなされた手続その他の行

為とみなす。 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

 


